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 入札不調となった場合の取り扱い
本工事の入札が不調となった場合、「競争入
札後価格交渉方式（見積審査タイプ）」に移行
する場合がある。
「競争入札後価格交渉方式（見積審査タイ
プ）」とは、入札不調発生後、入札価格が最低
の者１者（入札価格が最低の者が２者以上あ
るときは、工事請負現場説明書１に準ず
る。）を当該協議対象者として選定し、価格交
渉を行い、交渉において妥当性を確認した上
で、標準積算した設計金額を上回ってもその
内容を反映することが可能な契約方式であ
る。
 本掲示に関して詳細不明な点については、
上記５に掲げる担当課に照会すること。
 詳細は「入札説明書」による。

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
令和３年５月 12 日
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構
核融合エネルギー部門那珂核融合研究所

管理部長 前田 勝
◎調達機関番号 804 ◎所在地番号 08
〇第３号
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 那珂研 先進加熱開発棟の設計
 業務内容 那珂核融合研究所先進加熱開発
棟（鉄骨造、地上２階、延べ面積約6800）
の新営に係る建築および建築設備の基本・実
施設計業務である。（建築基準法第６条による
確認申請業務および関連業務を含む。）
 履行期限 令和４年３月31日（木）まで
 本業務は、「国及び独立行政法人等における
温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約
の推進に関する基本方針」に基づき、温室効
果ガス等の排出の削減に配慮する内容をテー
マとした技術提案を求め、技術的に最適な者
を特定する環境配慮型プロポーザル方式の適
用業務である。

２ 参加資格、選定基準及び評価基準
 技術提案書の提出を求める者に要求される
資格 次に掲げる条件を全て満たしているこ
と。
 国立研究開発法人量子科学技術研究開発
機構契約事務取扱細則第10条の規定に該当
しない者であること。ただし、未成年者、
被保佐人又は被補助人であって、契約締結
のために必要な同意を得ている者について
は、この限りではない。
 国立研究開発法人量子科学技術研究開発
機構契約事務取扱細則第11条第１項の規定
に該当しない者であること。
 当機構から指名停止措置を受けている期
間中の者でないこと。
 当機構が別に指定する誓約書に暴力団に
該当しない旨の誓約をできること。

 文部科学省における令和３・４年度設
計・コンサルティング業務に係る一般競争
（指名競争）参加資格の認定を受けている
者であること（会社更生法に基づき更生手
続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法に基づき再生手続開始の申立てがな
されている者については、手続開始の決定
後に一般競争参加資格の再認定を受けてい
ること。）。
 経営状況が健全であること。
 不正又は不誠実な行為がないこと。
 建築士法（昭和25年法律第202号）第23
条の規定に基づく一級建築士事務所の登録
を行っていること。
 平成18年度以降に、担当者（相当程度の
責任をもって業務に従事した者）として以
下に示す同種及び類似の設計業務に従事
し、完了した経験を有する総括技術者及び
主任担当技術者を配置できること。なお、
総括技術者は意匠主任担当技術者を、電気
（機械）主任担当技術者は機械（電気）主
任担当技術者を兼任することができるもの
とする。
・同種業務 鉄骨造、鉄筋コンクリート造
又は鉄骨鉄筋コンクリート造、延べ面積
3400以上の研究施設、実験施設の新
築又は改築の基本設計及び実施設計業
務。ただし、基本設計と実施設計は同一
建物でなくてもよい。
・類似業務 鉄骨造、鉄筋コンクリート造
又は鉄骨鉄筋コンクリート造、延べ面積
3400以上の組立工場、化学工場の新
築又は改築の基本設計及び実施設計業
務。ただし、基本設計と実施設計は同一
建物でなくてもよい。

 総括技術者は、自設計事務所に所属する
者であること。

 技術提案書の提出を求める者を選定するた
めの基準
 担当予定技術者の能力 資格及び経験、
同種又は類似業務の実績

 技術提案書を特定するための評価基準
 担当予定技術者の能力 資格及び経験、
同種及び類似業務の実績
 業務の実施方針 業務内容の理解度、実
施方針の妥当性、実施手法の妥当性、工程
計画の妥当性、技術者配置計画の妥当性

 課題についての提案
・施設の機能・品質を確保した上で二酸化
炭素排出量を削減するための設計上の配
慮事項について
・地域性を考慮した環境負荷の抑制と自然
エネルギーの活用に関する設計上の配慮
事項について
・建築・設備計画に係るコスト縮減と工期
短縮に関する方策について

３ 手続等
 担当部局 〒3110193 茨城県那珂市向山
801番地１ 国立研究開発法人量子科学技術
研究開発機構 核融合エネルギー部門 那珂
核融合研究所 管理部契約課 電話029
2707906 FAX0292707293
E‑mail nyuusatsu̲naka@qst.go.jp

 説明書の交付期間及び場所
 交付期間 令和３年５月12日（水）から
令和３年７月20日（火）９時00分から17時
00分まで。ただし、行政機関の休日に関す
る法律（昭和63年法律第91号）第１条に規
定する行政機関の休日（以下「休日」とい
う。）は受付けない。
 交付場所 上記の交付場所又は電子
メールにて交付する。
 交付方法 電子メールによる交付を希望
する者は、必要事項（公示日、業務名、住
所、社名、担当者所属及び氏名、電話、
FAX、E‑mail）を記入し、上記のアド
レスに送信すること。

 参加表明書の提出期限、場所及び方法
 提出期限 令和３年６月１日（火）17時
00分 ただし、休日は受付けない。
 提出場所 上記に同じ
 提出方法 持参又は郵送（書留郵便等の
配達記録が残る方法に限る。）すること。た
だし、郵送の場合は提出期限までに必着の
こと。なお、電送によるものは受付けない。

 技術提案書の提出期限、場所及び方法
 提出期限 令和３年７月20日（火）17時
00分 ただし、休日は受付けない。
 提出場所 上記に同じ
 提出方法 持参又は郵送（書留郵便等の
配達記録が残る方法に限る。）すること。た
だし、郵送の場合は提出期限までに必着の
こと。なお、電送によるものは受付けない。

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Toshitaka Miyata, Presi‑

dent of Metropolitan Expressway Company

Limited

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Detail

Design and Construction Works of Repair

and Strengthening of Superstructure in Ka‑

nagawa Route 2 Mitsuzawa Line of Metro‑

politan Expressway

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms for the qualification by electron‑

ic bidding system : 4 : 00 P.M. 2 June 2021

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 10 : 30 A.M. 2

July 2021 (Tenders submitted by mail : 4 : 00

P.M. 1 July 2021) (Note that this may be

subject to change)

 Contact point for tender documentation :

Accounting and General Affairs Group, Ka‑

nagawa Bureau, Metropolitan Expressway

Company Limited, 329, Minatomirai,
Nishi‑ku Yokohama, Japan TEL ＋ 81‑
(0)453070510
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